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平川市人事行政の運営等の状況の公表について 

 

 市民の皆さんに、市職員の任免や給与、勤務条件などの状況をお知らせすることで公平性と透明性 

を高め、より適正な人事行政の運営を確保することを目的として、「平川市人事行政の運営等の状況の 

公表に関する条例」（平成１８年条例第３３号）の規定に基づき公表いたします。 

 

                                  平成２４年１０月１０日 
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■ 職員の任免及び職員数に関する状況 

１ 総職員数（平成２４年４月１日現在） 

区    分 条例定数 職員数 

市長事務部局 

一般 ２６８ ２３０ 

病院事業 ６８ １６ 

水道事業 １５ １３ 

議会事務部局 ６ ５ 

選挙管理委員会事務部局 ２ ２ 

教育委員会事務部局 ６８ ５４ 

農業委員会事務部局 １０ ６ 

監査委員事務部局 ２ ２ 

消防本部事務部局 ６８ ６５ 

計 ５０７ ３９３ 

 （注）特別職、常勤的非常勤職員、派遣職員は含みません。 
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２ 職員採用試験の状況（平成２３年度） 

  ○試験日・会場  第１次試験 ９月１８日(日) 平川市生涯学習センター 

           第２次試験 １０月３０日(日) 平川市役所 

試験職種 応募者数 受験者数 合格者数 採用者数 

上級一般行政職 ７２ ６４ ３ ２ 

初級一般行政職 ２３ ２２ ２ １ 

初級建築技術職 ５ ５ １ １ 

保健師 ７ ７ １ １ 

 

３ 職種別採用及び退職の状況 

職   種 H23.4.1 現在 退職者数 採用者数 H24.4.1 現在 

一般行政職 ２７６ ９ 
４ 

（職種変更）２ 
２７３ 

医師 １   １ 

薬剤師 １   １ 

医療技術職 ２   ２ 

栄養士 １   １ 

看護師 １０ （職種変更）１  ９ 

保健師 １３ １ １ １３ 

技能労務職 ２８ 
３ 

（職種変更）１ 
 ２４ 

教育職 ４ １ １ ４ 

消防職 ６６ １  ６５ 

計 ４０２ １７ ８ ３９３ 

 （注）退職者数、採用者数には派遣職員、職種変更、青森県教育委員会との異動分を含みます。 

 

４ 事由別退職者数 

定年退職 勧奨退職 死亡退職 普通退職 その他の退職 合 計 

１０ ４ ０ ０ １ １５ 
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５ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由                    （各年４月１日現在） 

区 分 

部 門 

職  員  数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

平成２４年 平成２３年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議 会 ５ ５ ０  

総 務 ８５ ８６ △１ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

税 務 ２７ ２８ △１ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

労 働 ２ ２ ０  

農 林 水 産 ２５ ２５ ０  

商 工 ７ ７ ０  

土 木 ２３ ２３ ０  

民 生 ３２ ３２ ０  

衛 生 ２０ ２０ ０  

計 ２２６ ２２８ △２  

教 育 部 門 ５９ ６３ △４ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

消 防 部 門 ６６ ６７ △１ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

小   計 ３５１ ３５８ △７  

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

病 院 １６ １７ △１ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

水 道 ５ ５ ０  

下 水 道 ８ ８ ０  

そ の 他 ２４ ２５ △１ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

小   計 ５３ ５５ △２  

合    計 
４０４ 

[ ５０７ ] 

４１３ 

[ ５０７ ] 

△９ 

 
 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む。） 

   ２ [  ]内は、条例定数の合計である。 

 

（２）年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在） 
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（３）職員数の推移 

                                  （単位：人：％）    

  年度 

部門別 
１９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 

過去５年間の 

増減数（率） 

一般行政 ２４７ ２４２ ２４１ ２３４ ２２８ ２２６ △２１（△８．５％） 

教 育 ７２ ７１ ７１ ６３ ６３ ５９ △１３（△１８．１％） 

消 防 ６６ ６６ ６６ ６６ ６７ ６６ ０（０．０％） 

普通会計計 ３８５ ３７９ ３７８ ３６３ ３５８ ３５１ △３４（△８．８％） 

公営企業計 ９２ ５７ ５２ ５４ ５５ ５３ △３９（△４２．４％） 

総 計 ４７７ ４３６ ４３０ ４１７ ４１３ ４０４ △７３（△１５．３％） 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
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■ 職員の給与の状況 

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 
（平成 23 年度末） 

歳出額   Ａ 実質収支 人件費   Ｂ 
人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

平成 22 年度 

の人件費率 

23 年度 33,708 人 18,344,399 千円 277,628 千円 3,202,663 千円 17.5％ 18.8％ 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

Ａ 

給   与   費 
一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 

 

給  料 職員手当 
期末・ 

勤勉手当 
計  Ｂ 

23 年度 
人 

 358 

千円 

1,361,480 

千円 

146,884 

千円 

486,058 

千円 

1,994,422 

千円 

  5,571    

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

   ２ 職員数は、平成２３年４月１日現在の人数です。 

 

（３）特記事項 

   なし 

   

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す 

指数です。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも 

のです。 
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２ 一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在） 

（ 単位 ： 円 ）   

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１ 号 給 の 

給 料 月 額 
135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200 

最 高 号 給 の 

給 料 月 額 
243,700 309,200 356,400 390,100 402,500 424,600 458,400 

  （注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。 

 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在） 

①一般行政職 

 

②技能労務職 

区  分 
公 務 員 民  間 参 考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

平川市 51.9 歳 28 人 314,645 円 333,145 円 335,153 円 － － － － 

 

うち運転員 52.3 歳 10 人 311,189 円 331,359 円 333,554 円 
自家用乗用 

自動車運転者 
53.1 歳 236,700 円 1.40 

うち用務員 52.2 歳 15 人 319,019 円 338,106 円 340,253 円 用務員 53.8 歳 209,700 円 1.61 

青森県 47.3 歳 466 人 310,200 円 347,827 円 333,779 円 － － － － 

国 49.5 歳 3,689 人 283,862 円 － 321,662 円 － － － － 

類似団体 49.0 歳 26 人 301,260 円 324,367 円 312,448 円 － － － － 

 
  参考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（Ｃ） 

民間 

（Ｄ） 
Ｃ／Ｄ 

平川市 － － － 

 うち運転員 5,397,608 円 3,273,500 円 1.65 

うち用務員 5,422,572 円 2,943,200 円 1.84 

   

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成 20 年～22 年の 3 ヶ年平均） 

  ※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。 

  ※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公務員においては前年度に支給

された期末・勤勉手当、民間においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。 

 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成 23 年 4 月 1 日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手 

  当などのすべての諸手当の額の合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにさ 

れているものです。 

また、「平均給与月額（国ベース）」とは国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤 

     手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもので 

す。 

 

 

 

 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

平川市 45.8 歳 335,646 円 358,142 円 357,137 円 

青森県 43.8 歳 343,100 円 414,677 円 376,400 円 

国 42.3 歳 327,205 円 －  円 397,723 円 

類似団体 43.3 歳 327,151 円 380,711 円 351,610 円 



 7 

（２）職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在） 

区    分 平 川 市 青 森 県 国 

一般行政職 
大学卒 172,200 円 172,200 円 172,200 円 

高校卒 140,100 円 140,100 円 140,100 円 

技能労務職 
（技能職・労務職平均） 

高校卒 135,150 円 137,200 円 －  円 

中学卒 125,400 円 125,400 円 －  円 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 
大学卒 257,183 円 305,825 円 336,957 円 

高校卒 220,800 円 279,125 円 313,464 円 

技能労務職 高校卒 －  円 222,850 円 265,100 円 

 

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）１ 平川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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１級

 

区  分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１級 主事・技師 12 人 5.0％ 

２級 主事・技師 27 人 11.3％ 

３級 係長・主査 85 人 35.5％ 

４級 課長補佐・主幹・主任主査 75 人 31.4％ 

５級 課長・参事 27 人 11.3％ 

６級 総括課長 3 人 1.3％ 

７級 部長 10 人 4.2％ 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

 

・現在人事評価制度構築中のため、昇給への反映についてもその中で検討しています。 

 

・昇給については、勤務成績の状況により「良好」より劣るものについてのみ反映しています。「良好」よ

り優るものについては、人事評価制度構築にあたり適切に評価できるようになれば実施する予定です。 

 

 

５ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

平   川   市 青   森   県 国 

１人当たり平均支給額 

（平成２３年度） 

1,389 千円 

１人当たり平均支給額 

（平成２３年度） 

 － 千円 

－ 

（平成２３年度支給割合） 

 期末手当    勤勉手当 

2.60 月分   1.35 月分 

(1.45)月分     (0.65)月分 

（平成２３年度支給割合） 

 期末手当    勤勉手当 

2.60 月分   1.35 月分 

(1.45)月分     (0.65)月分 

（平成２３年度支給割合） 

 期末手当    勤勉手当 

2.60 月分    1.35 月分 

(1.45)月分      (0.65)月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 ５％～２０％ 

 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ５％～２０％ 

・管理職加算 １０％～２５％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ５％～２０％ 

・管理職加算 １０％～２５％ 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

 

 

・現在人事評価制度構築中のため、勤勉手当への反映についてもその中で検討しています。 

 

 

（２）退職手当（平成２３年４月１日現在） 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22 年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 

 

 

 

 

平   川   市 国 

計算式 

 基本額 ＋ 調整額 

基本額 

 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 

（支給率）    自己都合    勧奨・定年 

勤続２０年   ２３．５０月分  ３０．５５月分 

勤続２５年   ３３．５０月分  ４１．３４月分 

勤続３０年   ４１．５０月分  ５０．７０月分 

最高限度額   ５９．２８月分  ５９．２８月分 

その他の加算措置 

（退職時特昇 なし ） 

調整額 

 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 

（０ ～ ４１，７００）円 × ６０ヶ月 

１人当たり平均支給額    

         自己都合  ／ 勧奨・定年 

９,１００千円／２２，６１３千円 

計算式 

 基本額 ＋ 調整額 

基本額 

 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 

（支給率）    自己都合    勧奨・定年 

勤続２０年   ２３．５０月分  ３０．５５月分 

勤続２５年   ３３．５０月分  ４１．３４月分 

勤続３０年   ４１．５０月分  ５０．７０月分 

最高限度額   ５９．２８月分  ５９．２８月分 

その他の加算措置 

（退職時特昇 なし ） 

調整額 

 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 

（０ ～ ７９，２００）円 × ６０ヶ月 
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（３）地域手当（平成２３年４月１日現在） ※導入無し 

  

 

 

 

 

 

（４）特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在） 

支給実績（平成２２年度決算） １０，６６５千円 

 うち診療所関係職員分 ８，４６０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算） １７７，７５６円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２２年度） １４．４％  

手当の種類（手当数）   １０種類  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

死体処理手当 一般行政職 行旅死亡人の処理業務 １体につき１，０００円 

犬猫死体処理手当 一般行政職 犬猫の死体処理業務 １体につき３００円 

夜間勤務手当 消防署勤務職員 夜間業務 １回につき３５０円 

救急業務手当 消防署勤務職員 
救急業務 

救命処置業務 

救急業務１回につき１５０円 

救命処置１回につき２５０円 

医師基本手当 診療所医師 医療業務 給料月額の５５／１００ 

研究手当 診療所医師 診療所での医療業務 
常勤医師６０万円以内 

その他の医師３０万円以内 

往診手当 診療所医師・看護師 往診業務 
医師１回につき１００～６００円 

看護師１回につき５０～１５０円 

危険手当 診療所医師 月２０日以上 医 師 ５，０００円 

特別手当 葛川診療所勤務医師 葛川診療所での医療業務 給料月額の８０／１００ 

特殊業務手当    

 特殊診療手当 平川診療所常勤医師 特殊診療行為を実施した場合 固定点数×３０／１００以内 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（平成２３年度決算） １５，７０６千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） ３８千円 

支給実績（平成２２年度決算） １１，９１３千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算） ２９千円 

 

（６）その他の手当（平成２３年４月１日現在） 

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 
国の制度 

との異同 

国の制度 

と異なる 

内容 

支給実績 

(22 年度) 

支給職員 

１人当たり 

平均支給年額 

（22 年度） 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給 

○配偶者：１３，０００円 

○配偶者以外 

・１人目 

配偶者が有る： ６，５００円 

配偶者が無い：１１，０００円 

・２人目以降：６，５００円 

※１５歳に達する日以後の最初の４月１日から２２歳に

達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

：５，０００円加算 

同  59,628 千円 232,920 円 

住居手当 

住宅を借り受け月額１２，０００円を超える家賃を支払っ

ている職員 

○借家・借間：月額２７，０００円限度 

 

同  8,467 千円 291,932 円 

支給実績（平成２２年度決算） ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算） ０円  

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

－ －  ％ －   人 －  ％ 
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通勤手当 

通勤のため交通機関（バス等）を利用又は交通用具（自動

車等）を利用する場合で、通勤距離が２ｋｍ以上の場合に

支給 

○交通機関利用者：月額５５，０００円限度 

○四輪自動車等：２，０００円～２４，５００円 

同  16,654 千円 52,700 円 

管理職手当 

部長級及び課長級の職員に支給 

部長級：給料月額×５／１００ 

課長級：給料月額×３／１００ 

異 
国：棒給の特別調

整額として支給 
9,497 千円 202,049 円 

寒冷地手当 

毎年１１月から翌年３月までの各月の初日において、市内

その他寒冷の地域に在勤する職員に支給 

・世帯主／扶養親族あり  ：月額１７，８００円 

     ／扶養親族なし  ：月額１０，２００円 

・その他／         月額 ７，３６０円 

同  28,987 千円 72,466 円 

宿日直手当 
日直勤務を命ぜられた職員に支給 

○日直１回につき４，２００円を支給 
同  1,882 千円 10,062 円 

管理職特別 

勤務手当 

職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に

より週休日又は祝日法による休日等若しくは年末年始の

休日等に勤務した場合に支給 

○管理職手当の支給率に応じ、１，０００円～８，０００

円を支給 

同  0 千円 0 円 

単身赴任 

手当 

公署を異にする異動等に伴い住居を移転し、やむを得ない

事情により、同居していた配偶者と別居することとなった

職員で、通勤することが通勤距離等を考慮して規則で定め

る基準に照らして困難であると認められるもののうち、単

身で生活することを常況とする職員に支給 

○月額２３，０００円 

○配偶者の住居との間の交通距離区分に応じ、６，０００

円～４５，０００円を加算支給 

同  0 千円 0 円 

 

 

６ 特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在） 

区     分 給   料   月   額   等 

給 

料 

市   長 

副 市 長 

 （参考）類似団体における最高／最低額 

７５８，０００円 

６０８，０００円 

１，０１０，０００円／３８９，５００円 

８００，０００円／５１０，０００円 

報 
酬 

議   長 

副 議 長 

議   員 

３２８，０００円 

２９３，０００円 

２８１，０００円 

４９５，０００円／２７４，０００円 

４４０，０００円／２３４，０００円 

４００，０００円／２２０，０００円 

期
末
手
当 

市   長 

副 市 長 
  ２．９５ 月分 

議   長 

副 議 長 

議   員 

  ２．９５ 月分 

退
職
手
当 

 

市   長 

副 市 長 

（算定方式）             （１期の手当額）  （支給時期） 

758 千円×在職月数×45．5／100     16,554,720 円     任期毎 

608 千円×在職月数×26．5／100     7,733,760 円     任期毎 

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 

  勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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■ 職員の勤務時間及びその他の勤務条件 

 １ 職員の勤務時間の状況（平成２３年４月１日現在） 

  標準的な勤務時間 

始業時刻～終業時間 ８：１５～１７：００ 

休憩時間 １２：００～１３：００ 

１日の勤務時間 ７時間４５分 

１週間の勤務時間 ３８時間４５分 

 

２ 職員の休暇の状況 

 ①年次有給休暇の状況（H23.1.1～H23.12.31） 

付与日数 ２０日 

繰越日数 ２０日以内 

平均取得日数 ７．８日 （前年８．1 日） 

 

 ②職員の特別休暇等の状況（H23.4.1～H24.3.31） 

休暇の区分 休暇日数等 取得実績 

結婚休暇 職員が結婚する場合で連続する５日の範囲内の期間 １件 

産前休暇 出産予定日までの８週間以内で申し出た期間 ２件 

産後休暇 出産の日の翌日から８週間 ２件 

配偶者出産休暇 妻の出産の日後２週間を経過する日までの期間内における２日 ６件 

妊産婦通院休暇 母子健康法による保健指導及び健康診査を受ける場合 ０件 

育児部分休暇 生後１年以内の子を養育する場合で１日２回３０分以内 ２件 

男性職員育児 

休暇 

妻の産前産後に出産した子または就学前の子を養育する場合で５日以内 
２件 

子の看護休暇 小学校就学前の子を看護する場合で１年につき５日以内 ４９件 

忌服休暇 職員の親族が死亡した場合で親族に応じ１～１０日以内 ５５件 

祭日休暇 父母、配偶者及び子の追悼のための行事を行う場合で１日 １４件 

病気休暇 公務外の疾病又は負傷のため療養する場合で連続する９０日（例外あり）以

内の必要最小限度の期間 
４９件 

介護休暇（無給） 配偶者、父母、子、配偶者の父母等を介護する場合で連続する６月の範囲内

の期間 
０件 

組合休暇（無給） 職員団体の業務に構成員として従事する場合で１年につき３０日以内 ０件 

 

③育児休業の状況（H23.4.1～H24.3.31） 

取 得 期 間 取得者数 

９月以上１２月未満 ２人 

１２月以上１８月未満 ０人 

計 ２人 
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■ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 １ 分限処分の状況 

種 類 処  分  の  内  容 ２３年度処分件数 

免 職 
公務能率を維持する見地から、職員の意に反してその職を失わせる処分 ０件 

降 任 職員が現に有している職より下位の職に任命する処分 ０件 

休 職 職員に職を保有させたまま一定期間、職務に従事させない処分 １件 

降 給 職員が現に決定されている給料の額より低い額の給料に決定する処分 ０件 

合 計  １件 

   ※休職処分件数の事由別内訳 

    心身の故障の場合         １件 

    刑事事件に関し起訴された場合   ０件 

    条例で定める事由の場合      ０件 

 

 ２ 懲戒処分の状況 

種 類 処  分  の  内  容 ２３年度処分件数 

免 職 職員を懲罰として勤務関係から排除する処分 ０件 

停 職 職員を懲罰として一定期間、職務に従事させない処分 ０件 

減 給 一定期間、職員の給料を一定割合を減額して支給する処分 １件 

戒 告 職員の規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分 ２件 

合 計  ３件 

   ※懲戒処分件数の事由別内訳 

    給与・任用に関する不正      ０件 

    一般服務違反関係         ０件 

    一般非行関係           １件 

    収賄等関係            ０件 

    道路交通法違反          ２件 

    監督責任             ０件 
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■ 職員の服務の状況 

 １ 職務に専念する義務の免除 

   職員は、職務に専念する義務を負います（地方公務員法第３５条）が、法律又は条例に特別な 

  定めがある場合は、その義務が免除されます。 

   法律又は条例に特別な定めがある場合には、主に以下のようなものがあります。 

  （１）法律に定めがある場合 

    ○選挙権その他公民としての権利を行使する場合（労働基準第７条） 

    ○年次有給休暇（労働基準法第３９条） 

    ○休職する場合（地方公務員法第２７条第２項） ほか 

  （２）条例に定めがある場合（職務に専念する義務の特例に関する条例第２条） 

    ○研修を受ける場合 

    ○厚生に関する計画の実施に参加する場合 

    ○その他任命権者が定める場合 

 

平成２３年度実績 

区  分 許可件数 内  容 

研修を受ける場合 ０件  

厚生に関する計画の実施に参加する場合 ６１件 人間ドック、生活習慣病予防健診

の受診、健康診断による再検査の

受診 

その他任命権者が定める場合 ５６件  

 文化的諸行事又は各種競技大会等に

参加する場合 

３０件  

妊娠中又は出産後１年以内の女子職

員が母子保健法に規定する保健指導

又は健康診査を受ける場合 

１件  

職員団体による団体交渉を行なう場

合 

１件  

 その他 ２４件  

 

 ２ 営利企業等への従事制限 

   職務の公平性を確保するという観点から、職務には営利企業への従事や役員等との兼業につい 

て制限が課せられています。（地方公務員法第３８条） 

   市では、職員から営利企業等への従事について許可申請があった場合には、次の各号のいずれ 

にも該当せず、かつ、法の精神に反しないと認められる場合に限り、これを許可しています。 

  （１）職務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

  （２）職員の占めている職と兼ねようとする地位又は従事しようとする事業若しくは事務との間 

    に特別な利害関係があり、又はその発生のおそれがある場合 

  （３）職員の身分上ふさわしからぬ性質をもつ場合 
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■ 職員の研修の状況 

 １ 職員の研修状況（平成２３年度実績） 

 （１）役職別研修 

研 修 名 講師 
対象者・ 

受講者数 
期  日 場  所 

経済情勢講座 
青森財務事務所長 

伊勢 敬久 氏 

管理職及び希

望する職員 

４０名 

平成２４年 

２月１７日 

健康センター 

会議室 

 

（２）派遣研修 

① 青森県自治研修所 

体 系 研 修 名 受講者数 期   間 

基本研修 

新採用者研修 

（前期・後期） 
９名 

（前期）平成２3 年４月 11 日～５月 27 日の間で 

４泊５日 

（後期）平成２3 年 10 月４日～10 月 28 日の間で 

３泊４日 

主事・技師研修 ７名 
①平成２３年 ６月 ８日～ ６月１０日 

②平成２３年１２月 ７日～１２月 ９日 

主幹研修 １名  平成２３年 ６月 ６日～ ６月 ７日 

課長補佐研修 ５名 ①平成２３年 ６月２７日～ ６月２８日 

課長研修 ４名 
①平成２３年 ６月３０日～ ７月 １日 

②平成２３年 ７月２８日～ ７月２９日 

選択研修 

法制執務研修 ４名 
①平成２３年 ７月２５日～ ７月２９日 

②平成２３年 ９月２０日～ ９月２１日 

政策法務研修 ２名 平成２３年 ９月１２日～ ９月１３日 

カウンセリングマインド

研修 

３名 平成２３年１１月 ７日～１１月 ８日 

行政サービス最適化研修 ３名 平成２３年 ９月 １日～ ９月 ２日 

目標達成のためのタイム

マネジメント 

２名 平成２３年１１月１４日～１１月１５日 

わかりやすい話し方・ 

説明のしかた 

１名 平成２３年 ９月 ５日～ ９月 ６日 

地域力創造研修 ２名 平成２３年 ９月 ８日～ ９月 ９日 

クレーム対応研修 ３名 平成２３年１２月 １日～１２月 ２日 

コンフリクト・マネジメ

ント研修 

２名 平成２３年 ８月１８日～ ８月１９日 

部局研修 

税務新任者研修 ６名 平成２３年 ７月 ６日～ ７月 ８日 

固定資産税研修 １名 平成２３年 ８月２４日～ ８月２６日 

選挙管理事務研修 １名 平成２３年 ７月２７日～ ７月２７日 

税務徴収研修 ２名  平成２３年１１月１５日～１１月１６日 
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市町村民税研修 ２名 平成２３年 ９月２９日～ ９月３０日 

財務事務研修 ２名 平成２３年１２月 ５日～１２月 ６日 

   

 ② 市町村職員実務研修 

研 修 名 修了者数 期   間 研修場所 

青森県実務研修 １名 
平成２３年 ４月 １日 

～平成２４年 ３月３１日 
県総務部市町村振興課 

 

③ 職員派遣研修（自発的研修） 

研 修 名 修了者数 期   間 研修場所 

自然エネルギー等

活用先進地研修 
４名 

平成２３年８月３１日 

～９月２日 

高知県値高岡郡梼原町 
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■ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 １ 厚生事業に関する状況 

   平成２３年度福利厚生事業 

事業名 参加者数 期 日・場 所 内  容 

職員軽スポーツ大会 ９９名 
平成２３年１１月１１日 

平川市総合運動施設 
ビーチボールバレー 

 

 ２ 職員の健康診断の状況（平成２３年度） 

検診の種類 検査項目 受診者数 備    考 

職員総合検診 

胸部エックス線検査 ３７０人 人間ドック・他検診機関

受診者を除く。 

 

尿検 ３６６人 

血圧 ３７０人 

心電図（２５歳以上） ２６５人 

血液一般検査 ３７０人 

肝機能検査 ３７０人 

血中脂質検査 ３７０人 

血糖 ３７０人 

人間ドック 
１日ドック（３０歳以上） ３５人  

脳ドック（４５歳以上） １２人  

 

 ３ 公務災害及び通勤災害の発生状況（平成２３年度） 

  発生件数 

災害区分 件  数 

公務災害 ２件 

通勤災害 ０件 

計 ２件 

 

 ４ 青森県人事委員会の業務の状況（平成２３年度） 

給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置

の要求の状況 

新たな措置要求 なし 

係属事案 なし 

不利益処分についての不服申立ての状況 新たな措置要求 なし 

係属事案 なし 

 


